
資料２ 

 

印西クリーンセンター放射性物質に関する報告 

１ 放射性物質の測定結果 

放射性物質汚染対処特別措置法に基づき月１回測定しています。 

  

・焼却灰（主灰・飛灰）の放射性セシウムの測定結果（セシウム 134と 137の合計値） 

 

 

 

 

 



 

 

・排ガス中の放射性セシウムの測定結果（セシウム 134と 137の合計値） 

測定月 炉別 測定容器 分析の結果 検出下限値 

令和 2 年５月 

２号炉 
ろ紙部 不検出 ２（１３４又は１３７） 

ドレン部 不検出 同上 

３号炉 
ろ紙部 不検出 同上 

ドレン部 不検出 同上 

令和 2 年４月 

１号炉 
ろ紙部 不検出 同上 

ドレン部 不検出 同上 

３号炉 
ろ紙部 不検出 同上 

ドレン部 不検出 同上 

令和 2 年 3 月 2 号炉 
ろ紙部 不検出 同上 

ドレン部 不検出 同上 

令和 2 年 2 月 3 号炉 
ろ紙部 不検出 同上 

ドレン部 不検出 同上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

2 空間線量の推移 

印西クリーンセンター敷地内及び敷地境界の９地点で週１回測定しています。 

 

・敷地境界４地点の空間線量月平均値（地上高 100cm） 

 

 

 

 

 

除染対象線量 0.230 
    ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ/時間 



 

 

（測定位置図）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.067 

 

第３地点 

第６地点（外周歩道工事のため工

場敷地内で測定（H27.11/24～

H28.4/5） 

第 2 地点 

第４地点 

指定廃棄物

保管場所 

 

 

① 

 

※指定廃棄物（飛灰）の保管状況について 

基準値（8,000Bq/kg）を超えた飛灰（平成

23年 7月、8月発生の指定廃棄物）は 130

ｔあり、今年度ドラム缶（252缶）をフレコ

ンバックに梱包し、既存のフレコンバッグ

（120袋）と一緒に、一時保管しています。

この指定廃棄物は国が処分するものです。 

 

 



 

 

３ 焼却灰の処理状況 

  放射性物質の測定結果により、基準値（8,000Bq/kg）以下を確認し、印西地区一般廃棄物最終処分場へ埋立処分しています。 

（令和元年度：３月末現在） 

令和元年度計画処理量 埋 立 量 

5,467ｔ／年 

・ 4月 403ｔ   ８月 366ｔ  １２月 561ｔ 

・ 5月 558ｔ   ９月 425ｔ    １月 533ｔ 

・ ６月 534ｔ  １０月 552ｔ     ２月 436ｔ 

・ ７月 554ｔ  １１月 414ｔ   ３月 435ｔ      計 5,771ｔ 

 

印西地区一般廃棄物最終処分場 

埋立容量 402,200 ㎥ 埋立量 90,929 ㎥ 残余容量 31１,271 ㎥ 

埋 立 率 22.61% 

 

（令和２年度：５月末現在） 

令和２年度計画処理量 埋 立 量 

5,467ｔ／年 
・ 4月 491ｔ 

・ 5月 561ｔ    計 1,052ｔ 
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令和２年度印西地区ごみ処理実施計画 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条第１項の規定により、令和２年度印西地区ごみ処理実

施計画を次のとおり定める。 

 

１．総則 

（１）趣旨 

印西地区ごみ処理実施計画（以下「計画」という。）は、平成３１年３月に策定した印西地区

ごみ処理基本計画の推進及び実施のために必要な令和２年度のごみの減量、資源化及び適正な

処理を図るために必要な事項を定めるものとする。 

 

２．計画の期間及び区域 

（１）計画期間 

計画の期間は、令和２年４月１日から令和３年３月３１日までとする。 

 

（２）計画区域 

印西市、白井市、栄町の全域とする。 

 

（３）一般廃棄物（資源物含む）の排出量の見込み  

印西地区環境整備事業組合（以下「組合」という。）令和２年度推計ごみ量で、次のものが対

象となる。 

                          （単位：t） 

区   分 家庭系 事業系 合  計 

燃やすごみ 30,872 12,197 43,069 

燃やさないごみ 971 21 992 

粗大ごみ 1,648 7 1,655 

資源物 9,850 0 9,850 

計 43,341 12,225 55,566 

 

有価物集団（資源回

収団体）回収 
2,932 0 2,932 

 

※１：家庭系とは、家庭から排出される一般廃棄物を、組合及び栄町が委託した収集業者や

排出者が、印西クリーンセンターへ搬入する一般廃棄物。 

※２：事業系とは、事業活動に伴う一般廃棄物を、委託した一般廃棄物収集運搬許可業者や

事業者が、印西クリーンセンターへ搬入する一般廃棄物。 

 

 

※1 ※2 
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３．一般廃棄物の処理主体及び処理方法 

（１）家庭から排出される一般廃棄物の処理 

家庭から排出される一般廃棄物（ごみ）は、分別収集により、ごみの減量・資源化を図るも

のとし、排出については、分別区分への適正排出の遵守及び組合指定袋による排出の徹底など

により、一層の適正処理に努める。 

なお、栄町はごみの排出抑制を図るため有料制を導入していることから、独自の指定袋、指

定シールを使用する。  

一般廃棄物

の種類 

収集・運搬

主体 

中間処理 最終処分 

処理主体 処理方法 処理主体 処理方法 

燃やすごみ 

（可燃ごみ） 

組合（委託） 

排出者 
組合（直営） ・焼却 

・組合直営 

・組合委託

（焼却残渣等

の一部） 

埋め立て 
栄町（委託） 

排出者 

燃やさない

ごみ 

（不燃ごみ） 

組合（委託） 

排出者 

組合（直営） 

・手選別（有価物・破

砕不適物の回収） 

・手選別後破砕（破砕

後、鉄類は回収・不燃

残渣は埋め立て） 

・組合直営 

・組合委託

（一部） 

 

埋め立て 

 

資源化 
栄町（委託） 

排出者 

粗大ごみ 

組合（委託） 

排出者 

 

 

組合（直営） 

 

・手選別（有価物・破

砕不適物の回収） 

・手選別後破砕（破砕

後、鉄類は回収・可燃

残渣は焼却・不燃残渣

は埋め立て） 

・組合直営 

・組合委託

（焼却残渣等

の一部） 

埋め立て 

 

資源化 

栄町（委託） 

排出者 

 

 

資源物 

組合（委託） 
組合（委託） 

一部業者 

資源化 

－ － 

構成市町 

（直営） 

構成市町 

（委託） 

栄町（委託） 栄町（委託） 

有害ごみ 組合（委託） 
組合（委託） 

・資源物抽出型無害化

処理 
・組合委託 

埋め立て 

一部資源化 栄町（委託） 

※１：中間処理の主体について、資源物のうち、ビン、缶、ペットボトル及び容器包装プラスチックは、組

合（委託）とする。 

※２：中間処理の主体について、資源物のうち布類及び紙類、廃食用油は、スプレー缶類は資源化業者とす

る。 

※３：資源物のうち、使用済小型電子機器は拠点回収し、構成市町直営で収集運搬する。 

※４：有害ごみは、使用済み乾電池、使用済み蛍光灯、水銀入り温度計類とする。なお、栄町は、スプレー

缶・カセットガスボンベを有害ごみとして収集し、民間中間処理施設に搬入する。 

 

※1 

※2 ※3 

※4 
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（２）事業活動に伴って排出される一般廃棄物の処理 

事業活動に伴って排出される一般廃棄物（ごみ）は、排出者自らの責任において適正に処理

することを原則とする。 

排出者はごみの減量及び適正な分別に努め、資源化に協力することとし、事業者自ら又は組

合、構成市町が許可した一般廃棄物収集運搬業者を活用するなどして、一般廃棄物については

組合の処理施設又は一般廃棄物処分業の許可を受けた民間の中間処理施設で処理を行うことと

する。 

一般廃棄物

の種類 

収集・運搬

主体 

中間処理 最終処分 

処理主体 処理方法 処理主体 処理方法 

可燃ごみ 

不燃ごみ 

粗大ごみ 

許可業者 

排出者 

組合（直営） ・焼却・破砕・資源化等 

・組合（直営） 

・組合（焼却 

残渣等一部 

委託） 

埋め立て 

資源化 

許可業者 

排出者 
・焼却・資源化等 

・許可業者 

・排出者 

埋め立て 

資源化 

 

（３）災害に伴って排出される廃棄物の処理 

災害に伴って排出される廃棄物（ごみ）の処理等は、構成市町で地域防災計画及び廃棄物処

理計画により定められています。 

 

４．発生抑制・排出抑制計画 

印西地区ごみ処理基本計画（平成３１年３月改訂）の基本理念「みんなでつくる循環型社会～

環境への負荷をかけない地域を目指して～」に基づき、これまでの「使い捨てる生活」から「ご

みを出さない生活」へ、ライフスタイルの転換を意識した３Ｒの取組を一層強化し、住民・事業

者・行政が連携・協働して積極的に各種施策に取組みます。 

主な施策 施 策 概 要 

 

 

ごみ排出量の削減 

 

 

●食品ロスを減らそう 

●生ごみの水切りを徹底しよう 

●マイバッグを使用しよう 

●繰返し使えるものを使用しよう 

●事業系ごみの排出を減らそう 

 

ごみの分別、リユース・リサイクル

の推進 

●適正な分別・処理を推進しよう 

●資源の分別を徹底しよう 

●資源回収に協力しよう 

●リユース・リサイクル商品を活用しよう 

 

ごみについて考える 

 

●ごみに関する知識を高め、実践しよう 

●ごみ処理有料化について考えよう 

●資源化の仕組みづくりについて考えよう 
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５．収集運搬計画 

（１）収集運搬の概要 

家庭系ごみについては別表のとおりとする。 

なお、印西クリーンセンターに一般廃棄物を直接搬入する場合は、印西地区環境整備事業組

合ごみ処理に関する取扱要領に規定する、印西クリーンセンター受入基準に従うものとする。 

事業系ごみについては、排出者責任により事業者自ら又は収集運搬許可業者への委託による

こととする。 

別 表 

①家庭系ごみ （単位：ｔ） 

種  類 
収集運搬

主体 

収集 

回数 
収集方法 

収集量

（ｔ） 
主な搬入先 

燃やすごみ 

組合 

（委託） 

 

栄町 

（委託） 

週２回 
指定袋による 

ステーション方式（栄町は有料制） 
30,872 

印西クリー

ンセンター 

 

民間中間処

理施設 

・栄町有害ご

み(スプレー

缶等) 

燃やさない

ごみ・ 

有害ごみ 

月２回 

栄町 

(不燃ごみ) 

週１回 

(有害ごみ) 

月１回 

指定袋による 

ステーション方式（栄町は有料制） 

971 

粗大ごみ 
随 時 

戸別収集方式（集合住宅は集積所 

収集）（白井市・栄町は有料制） 
1,648 

資源物 

組合 

（委託） 

 

 

 

栄町 

（委託） 

 

週１回 

 9,850 

民間中間処

理施設 

ビン・缶 
麻袋によるステーション 

方式 

ビン

1,615 

缶  

720 

ペット 

ボトル 

綱袋によるステーション 

方式 

670 

 

プラス 

チック製 

容器包装 

指定袋によるステーション 

方式 
2,140 

紙 類 

 

ひもで結束による品目 

ごとのステーション方式 
4,080 

布 類 
透明な袋又は指定袋 

によるステーション方式 
551 

スプレー 

缶類（栄

町を除

く） 

透明な袋による 

ステーション方式 
50 
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構成市町 

（直営） 

月２回 
小 型 

家 電 

回収ボックスによる 

拠点回収方式 
13 認定事業者 

随時 
廃 食 

用 油 
拠点回収 11 

民間再資源

化施設 

計 － － － 43,341 － 

 

②事業系ごみ （単位：ｔ） 

種  類 
収集運搬 

主体 

収集 

回数 
収集方法 

収集量

（ｔ） 
主な搬入先 

可燃ごみ 
事業者又

は許可業

者 

－ 
許可業者による事業所別 

収集方式又は自己搬入 

12,197 印西クリー

ンセンター 

民間中間処

理施設 

不燃ごみ 21 

粗大ごみ 7 

資源物 － 

計 － － － 12,225 － 

 

（２）収集搬入しない一般廃棄物 

収集しない一般廃棄物は、「印西地区環境整備事業組合ごみ処理に関する取扱要領」第４条第

３項別表の「印西クリーンセンター受入基準別表－１の２．受入れできないごみ」とする。 

 

排出方法は次のとおりとする。 

①特定家庭用機器再商品化法（以下「家電リサイクル法」という。）対象機器 

家電リサイクル法対象機器は排出者が購入した小売業者、若しくは買い替えの場合には、

新しい製品を購入する小売業者へ引取りを依頼するなどして再資源化を図るものとする。 

②廃二輪自動車 

廃二輪自動車（５０ｃｃを超えるもの）は、国内二輪メーカー及び輸入事業者の自主的取

組みである二輪車リサイクルシステムに基づく廃棄二輪車取扱店又は指定引取り窓口に持込

むものとする。 

③廃消火器 

廃消火器は、廃消火器リサイクルシステムに基づく消火器取扱店に持込むものとする。 

④注射針等 

注射針等は、感染性廃棄物として医療機関または保険薬局などに持込むものとする。 

⑤その他の収集しない一般廃棄物 

その他、収集しない一般廃棄物は排出者自ら処理するか、専門業者に相談するか、または

工事作業を依頼した業者や購入した店に引取りを依頼するか等により適正に処理を行うもの

とする。 

 

６．中間処理計画 

燃やすごみは、印西クリーンセンターで焼却し、燃やさないごみや粗大ごみは、手選別により、

有価物・破砕不適物を回収し、破砕後鉄類は回収、可燃残渣は焼却、不燃残渣は埋め立てる。 
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資源物は、民間の資源中間処理施設で、選別、圧縮、梱包を行う。資源物のうち使用済み小型

電子機器については、拠点回収分は市・町がストックヤードへ搬入し保管、ピックアップ回収分

は組合がクリーンセンターで保管する。 

 

（１）施設の概要 

処理対象 名称 所在地 処理能力 処理方式等 

可燃ごみ 
印西クリーン

センター 

印西市大塚 

1丁目1番地1 

300ｔ/日 

(100ｔ×3炉) 

全連続燃焼式焼却炉 

・焼却処理（可燃系粗大ごみは破砕後

焼却処理）する。 

不燃ごみ・粗大

ごみ 

印西クリーン

センター 

印西市大塚 

1丁目1番地1 
50ｔ/日 

横型回転式破砕機 

・手選別後有価物は売却、不燃系 

粗大ごみは破砕処理する。 

 
 
 
 
 
 
 

資
源
物 

ビン 民間中間処理施設 

・選別後公益財団法人日本容器包装

リサイクル協会ルートの再商品化

事業者に引き渡す。 

・栄町は独自ルートで処理する。 

缶・スプ

レー缶 
民間中間処理施設 

・選別圧縮後売却 

・栄町は独自ルートで処理する。 

ペット 

ボトル 
民間中間処理施設 

・選別後公益財団法人日本容器包装

リサイクル協会ルートの再商品化

事業者に引き渡す。 

・栄町は独自ルートで処理する。 

プラス 

チック製 

容器包装 

民間中間処理施設 

・選別後公益財団法人日本容器包装

リサイクル協会ルートの再商品化

事業者に引き渡す。 

・栄町は独自ルートで処理する。 

使用済 

小型電子 

機器 

拠点回収分 ・ストックヤードで保管 
・保管場所から直接認定事業者等へ 

売却。 
ピックアップ 

回収分 
・クリーンセンターで保管 

※紙・布類は、直接売却する。（栄町は独自ルートで処理する。） 

 

（２）計画処理量                    （単位：ｔ） 

施設名 種  類 計画処理量 

印西クリーンセンター 可燃ごみ 43,069 

不燃ごみ・粗大ごみ 2,647 

民間中間処理施設 資源物 5,219 

 ビン 1,615 

缶（スプレー缶含む） 770 

ペットボトル 670 
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プラスチック製容器包装 2,140 

使用済小型電子機器 13 

廃食用油 11 

※紙・布類は、直接売却する。 

 

７．最終処分計画 

印西クリ-ンセンターで処理した焼却灰及び破砕残渣は、下記の最終処分場において埋立処分

する。 

 

（１）施設の概要 

名  称 所在地 処理能力 処理方式 

印西地区一般廃棄物 

最終処分場 

印西市岩戸 3630 埋立面積      53,900㎡ 

埋立容量      402,200㎥ 

残余容量      311,271㎥ 

（令和 2年 3月末） 

セル方式 

 

（２）計画処理量                 （単位：ｔ） 

施設名 種  類 計画処理量 

印西地区一般廃棄物 

最終処分場 

焼却灰 5,467 

不燃残渣 421 

 

８．一般廃棄物処理業 

（１）収集運搬業 

許可者 許可数 備  考 

印西市 ２３ ・一般廃棄物（し尿及び浄化槽汚泥を含む） 

・し尿及び浄化槽汚泥を除く一般廃棄物 

・し尿及び浄化槽汚泥、特定家庭用機器を除く一般廃

棄物 

・その他 

１ 

６ 

１３ 

 

３ 

白井市 １８ ・特定家庭用機器を含む 

・植栽ごみ、食品残渣に限る 

・浄化槽汚泥に限る 

・実験動物死体及び付随汚物に限る 

・再生可能な樹木、枝葉及び刈草に限る 

・感染性以外の紙おむつに限る 

・その他 

４ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

９ 
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栄町 １１ ・一般廃棄物（し尿処理及び浄化槽汚泥除く） 

・し尿処理及び浄化槽汚泥に限る 

・処理困難物に限る 

・食品残渣に限る（運搬に限る） 

５ 

３ 

１ 

２ 

※収集運搬許可は、現行の許可業者にて対応できることから、新規の許可は認めないものとす

る。ただし、管轄する市町長がやむを得ないと認めた場合はこの限りではない。 

 

（２）処分業 

許可者 許可数 備  考 

印西市 ７ ・刈草、剪定枝等の堆肥化 

・食品残渣の堆肥化 

・廃家電製品等 

５ 

１ 

１ 

白井市 ３ ・ペットボトル、ビン、缶処分 

・食品残渣、バイオマスガス化発電等 

・廃蛍光灯管類 

１ 

１ 

１ 

栄町 ３ ・食品残渣、刈草、剪定枝等の堆肥化 

・ペットボトル処分 

・粗大、廃プラスチック、電化製品、金属製品 

１ 

１ 

１ 

 



















































印西クリーンセンター維持管理に関する計画 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の３第５項（維持管理に関する計

画）による印西クリーンセンターの維持管理は以下のとおり計画します。 

 

１ 施設へのごみの投入は、当該施設の処理能力を超えないように行うものと

します。 

２ ピット・クレーン方式によって燃焼室にごみを投入する場合は、常時ごみ

を撹拌します。 

３ 燃焼室へのごみの投入は、定量ずつ連続的に行うものとします。 

４ 燃焼室中の燃焼ガスの温度を摂氏８００度以上に保ちごみを焼却します。 

５ 焼却灰の熱灼減量が１０％以下になるように焼却します。 

６ 運転を開始する場合は、助燃装置等を作動させ、炉温の上昇曲線に沿って

速やかに上昇させます。 

７ 運転を停止する場合は、助燃装置等を作動させ、炉温の下降曲線に沿って

ごみを燃焼し尽くします。 

８ 燃焼室中の燃焼ガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録します。 

９ ﾊﾞｸﾞﾌｨﾙﾀｰに流入する燃焼ガスの温度を概ね摂氏２００度以下に冷却しま

す。 

１０ ﾊﾞｸﾞﾌｨﾙﾀｰに流入する燃焼ガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録しま

す。 

１１ 排ガス処理設備等に堆積したばいじんを除去します。 

１２ 排ガス中の一酸化炭素の濃度を１００ppm（O2 12％換算）以下となるよ

うにごみを焼却します。 

１３ 排ガス中の一酸化炭素の濃度を連続的に測定し、かつ、記録します。 

１４ 排ガス中のダイオキシン類の濃度を１ng-TEQ/N ㎥（１，２号炉）、 

０．５ng-TEQ/N ㎥（３号炉）以下となるようにごみを焼却します。 

１５ 排ガス中のダイオキシン類の濃度を毎年一回以上、ばい煙濃度（ばいじ

ん、窒素酸化物、硫黄酸化物、塩化水素）を毎年二回以上測定し、かつ、

記録します。 

１６ 排ガスによる生活環境保全上の支障が生じないようにします。 

１７ ばいじん（飛灰）と主灰は分離して、貯留します。 

１８ ばいじん（飛灰）の薬剤処理を行う場合は、ばいじんと薬剤を均一に混

合します。 

１９ 火災の発生を防止するために必要な措置を講ずると共に、消火設備を備

えます。 

 



印　西　ク　リ　ー　ン　セ　ン　タ　ー

印 西 地 区 環 境 整 備 事 業 組 合

緊 急 時 対 応 マ ニ ュ ア ル

平　成　２７　年　４　月
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　　　１　緊急時対応マニュアルの目的
　廃棄物処理施設においては、廃棄物を適正に処理し、生活環境の保全及び

公衆衛生の向上を図るため「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（廃掃法）

に基づき、施設の維持管理及び安全管理に努めることが必要である。

　また、労働安全衛生法、消防法、電気事業法等に基づき、日常の運転管理

及び保守管理、災害時の緊急対応、設備の維持管理及び運用に関する

保安の確保等、施設の安全な操業に努めることを目的とする。

　　　２　緊急連絡体制
　異常が発生した場合の連絡体制フロー及び関係機関連絡電話番号を設定した。

　　　３　想定した事態
　想定した事態としては、地震発生時、爆発発生時、火災発生時、断水時、

ガス停止時、灯油配管破損等、停電時、ガス漏洩、薬品流出、その他異常時

などの事態とする。

　　　４　想定した事態事故別対応指示者
　事故の種類として、火災・爆発、電気事故、ｶﾞｽ漏洩、有毒ガス等発生、

薬品等流出、設備異常等に応じた対応指示者を選定した。

　　　５　想定した事態設備別事故対応方法
　設備の種類として、受入・供給、燃焼、燃焼ガス冷却、排ガス処理、通風、

給水、排水処理、電気、計装に分けた想定される事故対応を選定した。

　　　６　想定した事態事故の経過・報告・届出
　事故の種類に応じた経過・報告・届出先を設定した。

　　　７　事故の経過報告事故完了報告
　原因究明及び再発防止のための資料として、記録の保存について定め、

同じ過ちを二度と起こさない。

　　　８　事故の経過報告教育・訓練の評価
　種類別の教育・訓練方法及び評価者について定め、事故を未然に防ぐ。
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　＊個人情報により無記名

印西クリーンセンター　  緊急連絡体制

異常発生

           「印西地区環境整備事業組合」

印西地区環境整備事業組合　　　４６-２７３３
JFE環境サービス㈱　　　　 　 　　 ４６-１２７９    内線353
JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱(倉庫２Ｆ) 　     ４７-１３３５    内線380
中央制御室                   　          ４６-２７３５    内線333

○県印旛地域振興事務所地域環境保全課　　０４３-４８３-１１３８
○印西警察署    　 　                 　        ４２-０１１０
○印西地区消防組合　   　                    ４６-４３２１
○印西西消防署   　                    　　　　４６-０１１９
○関東東北産業保安監督部電力安全課 　０４８-６００-０３９１
○東京電力㈱ 　                                 　５５-５２１２
○関東電気保安協会　                           ０４３-４２４-８２１１
○温水センター　                           　　　４７－１６６１
○千葉ﾆｭｰﾀｳﾝセンター（熱供給）　　　事務所４６-５６１２　工場４７-２５４７
○日本医科大学　千葉北総病院　   　       ９９-１１１１（代表）
○成田労働基準監督署   　       　　　　　　２２-５６６６

ＪＦＥ環境ｻｰﾋﾞｽ㈱
所長

ＪＦＥ環境ｻｰﾋﾞｽ㈱
副所長

ＪＦＥ環境ｻｰﾋﾞｽ㈱
各 班 長

技術管理者・電気主任技術者ﾎﾞｲﾗｰﾀｰﾋﾞﾝ主任技術者

班員

工場長

局長
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NO ① ②
② ③

NO

NO YES

外部委託処理を要請
構成市町に排出量抑制を要請

①：軽度→技術管理者は口頭により工場長へ報告する。

②：中度→技術管理者は「事故の経過・報告・届出」(P12)に基づき、
関係機関(P2)に報告すると共に、必要に応じ修理を手配する。

③：重度→技術管理者は「事故の経過・報告・届出」(P12)に基づき、
関係機関(P2)に報告すると共に、修理及び貯留可能量を

超えた場合の手配を行う。

仮埋火作業：ごみ焼却を一時停止

埋火作業：焼却炉を降温

NO

NO YES

地震発生

現場点検

異常無し

予備機にて
運転継続

安全確認後
仮埋火作業

計装機器

異常無し

運転可能

再立ち上げ

短期修理可能

修理手配
(修理期間検討) 修理

工場内に一時貯留

地震発生時の対応

YES

YES NO

貯留可能量

中央操作室で操作可能

運転継続

埋火
作業

YES

修理

YES

埋火作業
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NO ① ②
② ③

NO

NO YES

外部委託処理を要請
構成市町に排出量抑制を要請

①：軽度→技術管理者は防火管理者の指示の下、口頭により工場長へ
報告する。

②：中度→技術管理者は防火管理者の指示の下、「事故の経過・報告・
届出」(P12)に基づき、関係機関(P2)に報告すると共に、必要
に応じ修理を手配する。

③：重度→技術管理者は防火管理者の指示の下、「事故の経過・報
告・届出」(P12)に基づき、関係機関(P2)に報告すると共
に、修理及び貯留可能量を超えた場合の手配を行う。

仮埋火作業：ごみ焼却を一時停止

埋火作業：焼却炉を降温

NO

NO YES

爆発発生

現場点検

異常無し

予備機にて
運転継続

安全確認後
仮埋火作業

計装機器

異常無し

運転可能

再立ち上げ

短期修理可能

修理手配
(修理期間検討) 修理

工場内に一時貯留

爆発発生時の対応

YES

YES NO

貯留可能量

中央操作室で操作可能

運転継続

埋火

作業

YES

修理

YES

埋火作業
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③

②

② NO YES

YES
①

NO NO
NO

外部委託処理を要請
構成市町に排出量抑制を要請

①：軽度→技術管理者は防火管理者の指示の下、口頭
により工場長へ報告する。

②：中度→技術管理者は防火管理者の指示の下、「事故
の経過・報告・届出」(P12)に基づき、関係機関(P2)に報告すると
共に、必要に応じ修理を手配する。

③：重度→技術管理者は防火管理者の指示の下、「事故の経過・報

に、修理及び貯留可能量を超えた場合の手配を行う。

告・届出」(P12)に基づき、関係機関(P2)に報告すると

NO

YES

火災発生

現場点検
初期消火可能

予備機にて
立ち上げ

計装機器

異常無し
再立ち上げ

短期修理可能

火災発生時の対応

NO

YES

修理

消防計画によ
る対応

安全確認後埋火作業

現場点検
異常無し

消火完了

消防署に通報

YES

埋火作業

YES

消火完了 現場点検
異常無し

中央操作室で操作可能

修理手配
(修理期間検討) 修理

工場内に一時貯留

YES NO

貯留可能量
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① ③

②

①：軽度→技術管理者は口頭により工場長へ報告 外部委託処理を要請
する。 構成市町に排出量

②：中度→技術管理者は「事故の経過・報告・届出」 抑制を要請
(P12)に基づき、関係機関(P2)に報告すると共に、
必要に応じ修理を手配する。

③：重度→技術管理者は「事故の経過・報告・届出」(P12)に基づき、
関係機関(P2)に報告すると共に、修理及び貯留可能量を
超えた場合の手配を行う。

YES

YES

NO YES

断水

長期断水

受水槽にて
対応可能

運転継続

（3時間程度）

短期修理可能

工場内に一時貯留

断水時の対応

NO

NO

修理手配
(修理期間検討) 修理

工場内に一時貯留

YES
NO

貯留可能量

ガス停止時の対応

NOYES

ガスの供給停止

炉運転中

運転継続 焼却炉立上

プロパンガスで点火灯油バーナの点火時
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① ②
YES NO

① ③
YES NO

YES NO
外部委託処理を要請
構成市町に排出量抑制を要請

①：軽度→技術管理者は電気主任技術者の指示の下、口頭により
工場長へ報告する。

②：中度→技術管理者は電気主任技術者の指示の下、「事故の経過・
報告・届出」(P12)に基づき、関係機関(P2)に報告すると共に、
必要に応じ修理を手配する。

③：重度→技術管理者は電気主任技術者の指示の下、「事故の経過・
報告・届出」(P12)に基づき、関係機関(P2)に報告すると共
に、修理及び貯留可能量を超えた場合の手配を行う。

NOYES

停電

運転継続可能

短 期
運 転

灯油配管破損時・停電の対応

タービン
単独運転

NOYES

灯油配管の破損

炉運転中

運転継続

修理手配

非常用発電機
にて埋火作業

短期復電可能

工場内に一時貯留

貯留可能量運転再開埋火作業

中 期
運 転

焼却炉の昇温以外
は必要としない
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② ③ ①

微量流出 大量流出
処置後

② ③

安全確認後

①：軽度→技術管理者は特定化学物質等取扱者の指示の下、口頭により
工場長へ報告する。

②：中度→技術管理者は特定化学物質等取扱者の指示の下、「事故の
経過・報告・届出」(P12)に基づき、関係機関(P2)に報告すると
共に、処置の手配をする。

③：重度→技術管理者は特定化学物質等取扱者の指示の下、「事故の
経過・報告・届出」(P12)に基づき、関係機関(P2)に報告すると共
に、人命の確保及び修理の手配を行う。

ガス漏洩・薬品流出・その他異常時の対応

NOYES

ガス漏洩

埋火作業・換気
火災危険有り

火災発生時
の対応

焼却炉立上

NOYES

薬品流出

炉運転異常なし

作業員負傷なし

運転継続

修理手配

修理手配

人命安全確保
流出停止処置流出物回収

運転再開

ガス漏洩処置
後（安全確認）
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① ② ③

YES NO
外部委託処理を要請
構成市町に排出量抑制を要請

①：軽度→技術管理者は口頭により工場長へ報告する。

②：中度→技術管理者は「事故の経過・報告・届出」(P12)に基づき、
関係機関(P2)に報告すると共に、必要に応じ修理を手配する。

③：重度→技術管理者は「事故の経過・報告・届出」(P12)に基づき、
関係機関(P2)に報告すると共に、修理及び貯留可能量を
超えた場合の手配を行う。

YES

その他異常

運転継続可能

正常炉を
運 転

その他異常時の対応

工場内に一時貯留

貯留可能量

異常設備を
特定

故障炉
修理手配

修理手配

NO
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事故別対応指示者

特定化学物質等取扱者

廃棄物処理施設技術管理者設備異常等

薬品等流出

　　　事故別対応指示者事故の種類

火災・爆発

電気事故

ｶﾞｽ漏洩

有毒ガス等発生

防火管理者

電気主任技術者　　ボイラー・タービン主任技術者

特定化学物質等取扱者

特定化学物質等取扱者
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設備別事故対応方法

設備名 想定される異状 想定される事故 対　応

薬品流出時の対応

　電　　気 停電 設備停止 停電時の対応

　計　　装 制御不能 設備停止 その他異常時の対応

　給　　水 断水 水不足 断水時の対応

　排水処理
設備の故障 薬品漏洩 薬品流出時の対応

薬品タンク、管の破損 薬品漏洩

ボイラ安全弁動作 蒸気噴出 運転マニュアル

ごみﾎｯﾊﾟブリッジ
逆火によるピット内火
災

火災時の対応

危険物タンク、管の破損 危険物漏洩 灯油配管破損時の対応

薬品タンク、管の破損 薬品漏洩 薬品流出時の対応

　受入・供給
ピット内の発火 ピット内火災 火災時の対応

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑでの発火 ごみの火災 火災時の対応

　通　　風 煙道の破損 燃焼ガス漏洩 ガス漏洩時の対応

　燃　　焼

燃焼ガス冷却

　排ガス処理
設備の故障 排ガス異常 その他異常時の対応
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事故の経過・報告・届出

・　届出の義務
廃棄物処理法第２１条の２（事故時の措置）に定める届出の義務が生じる場合は、

事故が発生し、施設周辺に廃棄物、汚水等が散乱、流出することにより、生活環境の
保全上の支障が生じ、又は生ずるおそれがある場合をいう。

直ちに、その支障の除去及び応急の措置を講ずるとともに、速やかにその事故の
状況及び講じた措置の概要を県に届け出なければならない。

事故収束

事
故
の
経
過

　完　了

事
故
の
報
告
・
届
出

廃棄物処理法→県へ届出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働安全衛生
労働安全衛生→労働基準監督署へ事故報告
電気事業法→経済産業局へ事故報告

（48時間以内に速報・30日以内に詳細報告）

事故発生
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事故完了報告
作成日：○○年○○月○○日

1　施設管理者名及び施設の住所
　１）施　設　名：

２）施設管理者名：
３）施設の住所：
４）電話番号：

２　事故発生施設の種類：
　　・一般廃棄物処理施設：
３　施設規模　　　　　　　　t/日

４　事故の種類：

５　発生日時：　　　　　　○○年○○月○○日　　○○時○○分

6　事故発生設備　（場所）

7　事故の状況（具体的な状況）：

8　事故原因：

９　防災設備等の設置状況と事故時の作動状況：

10　防止対策：

１１　周辺環境調査結果：

１２　その他

１３　報告者・記入者
氏名：
所属：
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教育・訓練の評価

種　　類 責　任　者 　　訓練方法 評　　価　　　者

消防計画 防火管理者 防火管理者
に基づく 防火管理者 指揮のもと 消防署長
消防訓練 消防訓練を

行う。

保安規定 B・T主任 電気工作物の 工場長
に基づく 電気主任 工事、維持運用に 所長
教育・訓練 従事する者に

必要に応じて
指導訓練を行う。

安全衛生 各課長 設備の法定点検 安全衛生委員会委員
に基づく を行う。
教育・訓練

資格取得 B・T主任 資格取得に向 工場長
に基づく 電気主任 けた教育を 所長
教育・訓練 行う。

過去の事故事例等によって、事故を未然に防ぐような教育・訓練を行う。
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